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 人数では約２０４０万人。うち、子どもは３３０万人（子どもの定義は１８歳未満）
（人口統計H21度）

出所：厚生労働省(2011）『平成22年国民生活基礎調査の概況』



ひとり親世帯の貧困率の高さ
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• 依然として50%を超える

出所：厚生労働省(2011）『平成22年国民生活基礎調査の概況』
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相対的貧困率： 年齢層別、性別

女性の貧困率は「J字型」。高齢女性の
貧困率が特に高い

男性の貧困率は、近年若年層の上昇、
高齢層の下降傾向がありフラットに
なりつつある。
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出所：内閣府男女共同参画会議 基本問題・影響調査専門調査会 女性と経済WG 第８回資料３. 2011.12.20.
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単身世帯と母子世帯：高い貧困リスク

世帯タイプで見ると、高齢者・勤労世代ともに単身世帯の男女、母
子世帯が高い貧困のリスクにある。

出所：内閣府男女共同参画会議 基本問題・影響調査専門調査会 女性と経済WG 第９回参考資料１. 2012.1.31.
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物質的剥奪(material deprivation)

衣食住といった基礎的なニーズが満たされていない世帯は15-20%。所得階
級が高いほど、剥奪の度合いは少ない。

出所：国立社会保障・人口問題研究所（2009）「2007年社会保障実態調査の概況」、2009年

食料の困窮

衣服の困窮
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住宅（広義のホームレス）、借金

注：当該支出がある世帯の中での割合

出所：国立社会保障・人口問題研究所（2009）「2007年社会保障実態調査の概況」、2009年

住宅：
過去１年間に滞納があった

世帯の割合

公共料金：
過去１年間に滞納があった

世帯の割合

広義な意味でのホームレス（住宅弱者）は約６％。
公共料金の滞納経験者は約５％。

経済的制約を抱えている世帯
は相当数存在する
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住宅弱者は低所得層に著しく偏っている

所得階級別に見ると、所得階級１～３では

１４％以上の家賃滞納経験がある一方、

所得階級９～１０では1%程度である。
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出所：国立社会保障・人口問題研究所（2009）「2007年社会保障実態調査の概況」、2009年、阿部彩、2012年
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医療サービスの受診抑制の実態

約２％の世帯が受診抑制。その理由は、経済的なものが一位で、二位は時間
的制約。
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図Ⅴ‐1 過去１年間の医療機関の受診状況
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図Ⅴ‐2 過去１年間の間に医療機関に「健康ではなかったが、

行けなかった」とした人の行くことができなかった理由

出所：国立社会保障・人口問題研究所（2009）「2007年社会保障実態調査の概況」、2009年
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子ども期の貧困の連鎖の実態

子ども期の貧困は、大人となってからの食料・衣服困窮や受診抑制、主観的
経済状況に影響するのみならず、生活保護受給の確率も高める

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとり 大変ゆとり

15歳時の経済状況と学歴（20‐69歳）：オッズ比

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

15歳時の経済状況と現在の生活困窮（20～69歳）：オッズ比

食料困窮 衣服困窮 受診抑制

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

大変苦しい やや苦しい 普通

15歳時の経済状況と現在暮らし向きが「大変苦しい」

（20～69歳）：オッズ比

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

大変苦しい やや苦しい 普通

15歳時の経済状況と現在生活保護受給（20～69歳）：オッズ

比

出所：阿部彩（2012）「子ども期の貧困と成人期の生活不安」西村周三監修・国立社会保障・人口問題研究所編『生活
不安の実態とセーフティネット』慶応義塾大学出版会、近刊｡
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子どもの貧困の影響：

保護者の年収と小6の算数・国語テスト点は比例関係

出所：文科省委託調査－お茶の水女子大学
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親の収入と進学率は明らかな関係がある

12出所：経済財政諮問会議資料（2009.5.19)
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貧困の連鎖：
「不利」は次世代に受け継がれる

13

親の学歴と子の学歴、親の職業と子の職業には関連がある
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国際比較からみた、

日本の子どもの貧困の特徴

1. ワーキング・プアが多い

⇒ （世帯内の）女性の就労による貧困削減効果が少
ない

2. 母子世帯を始め、「特定世帯」の貧困率が突出
⇒ 母子世帯、単身世帯、高齢者世帯

3. 政策による貧困削減効果が少ない

15
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子どもの貧困率の国際比較
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ひとり親世帯の貧困率は最下位

17
出所：厚生労働省（２００９）「子どもがいる現役世帯の世帯員の相対的貧困率の公表について」報道資料２００９年１１月１３日
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ワーキングプア率が高い

出所：OECD(2009）in 山田(2010)社会政策学会報告.
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2人就業がほとんど影響しない

日本では第二の稼得者（大多数の場合母親）の収入が貧困削減に役
立っていない

欧米における「子どもの貧困対策」としての女性の就労支援が日本で
は役立たない

19出所：阿部彩（2008）『子どもの貧困』
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0.81%
（4兆735億円）

出所： 厚生労働省（資料）OECD: Social Expenditure Database 

各国の家族関係社会支出の対GDP比の比較（2005年）
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教育関連の公的支出も少ない

図３－２　教育関連の公的支出（対ＧＤＰ比）
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就学前保育・教育
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高等教育に占める私的・公的負担の割合

23出所：経済財政諮問会議資料（2009.5.19)
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子どもの貧困率の逆転現象

日本だけが、再分配後の貧困率が、再分配前より高く
なっている！ （留意点：消費税、現物給付－しかし、これらによって

各国の貧困率が上昇するか、下降するかは不明。）

出所： OECD(2008) Growing Unequal? 
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子どもの貧困に対す
る政府の再分配効果
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勤労世代（18-65）の再分配前後貧困率

• 日本の勤労世代に対する貧困削減効果は、極めて限定的。

26

出所： OECD(2008) Growing Unequal?

日本
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再分配前

再分配後

高齢者（65+）の再分配前後貧困率

• 社会保障給付の殆どの給付先である高齢者であっても、貧困削減効
果は他国に比べて大きくない。

27

日本

出所： OECD(2008) Growing Unequal?



出所：財務省主計局調査課(2012) 「平成２４年度の国民負担率について」H24.2.3.発表28
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格差が大きい社会では、人々の信頼感が低下する
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出所：Kawachi & Kennedy (1997)   (in Wilkinson, p.41, Fig 2)

平等← ロビンフッド指標 →不平等

「殆
ど
の
人
は
チ
ャ
ン
ス
が
あ
れ
ば
、
私
か
ら
利
益
を
得

よ
う
と
し
て
い
る
」
に
同
意
す
る
人
の
割
合

平等← 不平等指標（ｼﾞﾆ係数） →不平等

出所：Uslaner (2002) in Wilkinson, p.42

「
殆
ど
の
人
は
信
用
で
き
る
」と
答
え
る
人
の
割
合

出所：リチャード・ウィルキンソン『格差社会の衝撃－不健康な格差社会を健康
にする法』（原題 The Impact of Inequality）2005年、邦訳池本幸生・片岡
洋子・松原睦美共訳、2009年書籍工房早川、2009年）
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地域社会（コミュニティ）との関わり（
ボランティア活動や地域活動ースポー
ツ、ＰＴＡ、趣味のクラブ等、地方選
挙への投票、地域新聞など）は、所得
格差と負の関係（イタリア、Putnam 
et al. 1993）

不平等← 平等指標 →平等

社
会
資
本
指
数

不平等と社会資本：コミュニティとの関わり

出所：Putnam 2000 in Wilkinson, p.45 F.2.3

【図】ボランティア活動行動者率と犯罪発生率【図】社会資本と所得格差（アメリカの州
別）

出所：近藤克則(2005)『健康格差社会：何が心と健康を蝕むのか』医学書院.



不平等と社会資本：人々の攻撃性

32

• 不平等度が高い地域（州）ほど、人々が攻撃であり、殺人が多いこのほか、
不平等な社会では投票率が低い、人種差別が多い、女性の地位が低い

• これらは、独立した関係ではなく、その社会における人と人との関係の「質
」が、社会資本や犯罪率や攻撃性に表れていると考えられる

• 不平等は、社会における人と人との関係の質を悪化させる

攻
撃
的
指
数

不平等← 平等指標 →平等 平等← 不平等指標（ｼﾞﾆ係数） →不平等

殺
人
率

出所：Wilkinson (2005)



『格差』と健康：格差が大きい地域に住むことはど
の階層の人の健康をも悪化させる

【図】 平均寿命とジニ係数 【図】アメリカ合衆国50州における所得分
布と 年齢調整死亡率(1990)

出所：近藤克則(2005)『健康格差社会：何が心と健康を蝕むのか』医学書院.
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信頼感と死亡率

 図4-5、4-6、p.136,137

【図】年齢調整死亡率と信頼感の欠如

出所：近藤克則(2005)『健康格差社会：何が心と健康を蝕むのか』医学書院.
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ユニバーサル・デザイン社会（就労＝参加）

• 誰も（高齢者、障害者、育児中の親含め）が、好き
なだけ、自分に合った参加ができる

• 「参加」＝働くこと、ボランティア活動をすること
育児をすること、介護をすること、勉強すること、
職業訓練を受けること、など多様

• 参加の方法はフレキシブル＝時間、日数、就労の一
時中断（教育や職業訓練、育児などのため）

• 就労・所得の度合いに応じて、国民全員が税・社会
保険料負担（パートや、ボランティア収入含め）

• 参加している限り、最低生活を国が保障する
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私は大学で勉強して、参
加するわ。アルバイト代か
らは所得税も払っているし、
社会保険料もあるけど、教
育費はナショナル・ミニマ
ムとして国が支援してくれ
るから、誰でも大学に行け
るのよ

僕はフルタイムで働いてい
るけど、来年は１年間ボラ
ンティアをするつもり

私は地域のお年寄りを支
えるボランティアをして参
加するわ。収入は低いけ
ど、足りない分はナショナ
ルミニマムで国が保障して
くれるから安心

私は子どもとの時間を大
切にしたいから、週２日働
くの。でも、その分はきち
んと社会保険料も税も払う
わ。

社会

私は70歳だけど

週に１日だけ働
きます 僕は、フルタイ

ム
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